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東京証券取引所における新市場機械化システム
NewTrading and Marketlnformation SYStem for

Tokyo Stock Exchange

東京証券取引所の新市場機械化システムは,新市場館建設を機に,証券の公正な

価格形成と円滑なi充通に閲し,新たな時代に対処できる高度の市場機能を備えた証

券壬充通市場を実現しようとするものである｡新システムは,現行二部売買システム

を拡張し,市場第二部全銘柄に加え,市場第一部銘柄のおよそ8割の銘柄について,

その売買取引業務を処理する新売買システムと,稼動後約10年を経過する現行相場

報道システムを拡充し,全国各地への市場情報の伝達の充実などを図る新相場報道

システムから構成される｡

公共性の高い新システムは,種々の高信頼度･高性能を維持する対策を施すとと

もに,安全確実な移行の実現に努めた｡

n 緒 言

東京証券取引所は,建物の改築に伴い,昭和57年6月,新

市場機械化システムの計画を発表した｡以後,予定のスケジ

ュールを順調に消化し,昭和60年1月26日,二部売買システ

ムを新売買システムに全面移行した｡その後,市場第一部銘

柄を順次追加し,4月6日には,予定の全システム銘柄を吸

収した新売買システムが全面積勤した｡

また,5月13日には,新しい立会場での立会いが開始され

るとともに,昭和49年から稼動中の相場報道システムを,新

相場報道システムへ全面移行し,新市場機械化システムの全

面稼動に成功した｡

新システムは,証券業界の情報システムの中核をなす公共

性の高いシステムであー),以下にシステムの役割,高信頼度･

高性能を維持するための方策を中心にその概要を述べる｡

臣l システム開発の基本方針

2.1 システム開発の背景

東京証券取引所は,本館及び市場館が老朽化したため,昭

和57年初頭に本館の解体を始め,その跡地に,昭和59年末ま

でに新市場館を建設し,立会場を移転させることに決定した｡

第1段階の本館解体では,市場第二部銘柄の立会場を市場

館地下の限られたスペースに移す方法について,種々の検討

が行なわれた｡その結果,電子計算機処理技術及び通信技術

を駆使した二部売買システムの導入が決定し,昭和57年1月

稼動に成功し,本館の解体が始まった｡

第2段階の新市場館建設では,敷地条件の制約から､立会

場のスペースが更に限られることになり,市場第一部銘柄を

含んだ市場業務機械化処理(新売買システム)を導入すること

となった｡

また,立会場の移転を機に,稼動後約10年を経過する相場

報道システムについても,そのレベルアップに加えて全国取

引所を含んだ市場情報の充実化の要請が高まったことから,

新相場報道システムの導入が決定した｡

この両システム(新市場機二械化システム)による近代化され

た高度の市場機構の実現を通じて,証券の公正な価格形成と

円滑なi充通を確保し,よ-)いっそうの投資家保護に資するこ

ととした｡
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2.2 開発の基本方針

新市場機1戒化システムは,この要請に対応するため開発に

当たり,その基本方針をj欠のとおり設定した｡

(1)新市場機械化システムは,新売買システムと新相場報道

システムに分けて開発する｡

(2)新売買システムは,市場第二部全銘柄と市場第一部銘柄

のうち,売買取引量の少ない約800銘柄を対象に,二部売買シ

ステムの処理方式により機1戒処理する｡

(3)新相場報道システムは,旧相場報道システムを基礎とす

るものの,全国取引所情報など新たな市場情報を提供するた

め,全面的な再構築とする｡

(4)システム障害につながる重要機器は,高信頼度を維持す

るために,二重化又はバックアップ系を設置する｡

(5)ソフトウェアの設計に当たっては,フェイルセイフの思

想を取り入れ,障害の局所化を図る｡

(6)ソフトウェアの信頼度を大幅に高めるために,あらかじ

め十分なテスト期間を設けた開発計画とする｡

(7)システムの障害回復時間を,これまでのシステムと同等

の2分以内とする｡

(8)中央ソフトウェアのオンライン制御部は,性能を向上さ

せるために,専用プログラムを開発する｡

(9)全国ネットの既設の株価通報回線･端末に,極力影響を

与えることなく,充実した情報提供を行なう新株価通報サー

ビスシステムを開発する｡

(10)新システムヘの移行は,不慮の事態を考慮し,可能な限

り段階的に行なうこととする｡

田 システムの構成と特徴

証券取引所は,東京･大阪･名古屋など全国に8箇所あり,

東京証券取引所での取引量は,全国の約8割を占めている｡

また,世界の取引所の中でもニューヨークに次いで2番目の

取引量を誇り,名実ともに国際的な証券取引所となっている｡

このような発展を遂げた大きな一つの理由は,証券業界全

体での情報システムの構築が挙げられる｡

3.1 システムの概要と構成

証券会社の業務は近年ますます拡大し,各社ともコンビュ

*東京証券取引所システム部
**

u在製作所人森ソフトウェア工場
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83の証券会社(正会員)のほか,全国各地と証券情報網を構築Lている新市場機械化システ

図2 新システム売買重 システム銘柄の売買取引を指示する才取会員

端末,売買取引を監視する売買管理端末が設置されている新システム売買室を

示す｡

ータ化が図られ,そのシステムも大規模化している｡そのよ

うな中で,有価証券のi充通市場である取引所の機械化の改

善･拡大が必要不可欠となり,前述の背景とあいまって新市

場機械化システムが実現した｡

図1の新システムを中心とした証券情報システムに沿っ

て,主な情報の流れを説明する｡

(1)投資家は,各種の情報を分析して,売買を注文する｡

(2)証券会社では,当該注文がシステム銘柄であれば,新売

買システムの端末から注文を入力し,人手銘柄であれば,立

会場へ発注する｡

(3)新売買システムでは,新システム売買室(図2)のオ取会

員(有価証券の売買の媒介を専業とする証券会社)の指示に従

い,機1戒的に取引を締結させ,i欠いで当該証券会社へ結果を

送信するとともに,各種の情報を新相場報道システムへ送信

する｡
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図3 新売買立会場 人手による株式売買取引が行なわれる新売買立会

場を示す｡本立会場にはキー入力装置,価格表示装置など,各種端末が設置さ

れている｡

(4)一方,新立会場(図3)へ出された注文は,オ取会員への

発注･取引の締結処理･結果の通知など,すべて人手で処理

される｡また,主要情報は,取引所所員により新相場報道シ

ステムヘ入力される｡

(5)新相場報道システムでは,新売買システム及び自端末か

ら人力された情報を編集加工し,全国に設置された各種の通

報端末のほか,証券情報企業システム,新聞通信社システム

に広く報道する｡

(6)投資家は,通報端末や証券情報企業システム･新聞通信

社からの各種のサービス情報などをもとに,更に投資計画を

練る｡

図4に新売買システムと新相場報道システムの構成を示

す｡

3.2 高信頼度の確保

新市場機械化システムは,証券業界の情報システムのかな
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図4 新売買システムと新相場報道システムの構成図

Lている｡
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新売買システムと新相場報道システム間は構内回線で接続され,新市場機械化システムを構成

通常運転状態 動作中システムに障害発生時の処王翌 自動切替完了状態

現用
システム

C
C
P
群

ムテ

備ス予シ

オ ンラ イ ン

プ ロ グラ ム

動作中システム

監視

両CPUを一定

時間ニ■とに

監視する.-

SC 監視

オ ンラ イ ン

7D ロ グラ ム

待機中システム

デ

ー

タ

フ
ァ
イ
ル

C
C
P
群

障害修復

監視停止

オ ンラ イ ン

プ ロ グラ ム

動作中システム

めとなるものであり,システムの高信頼度の確保は基本要件

の一つであった｡以下に,この側面からシステムの特徴と実

現手段について述べる｡

(1)ホットスタンバイ方式による予備システム自動切替

中央システムは,現用系と予備系で構成され,予備システ

ムは,プログラムを起動して待機するホットスタンバイ方式

を採用し,障害発生時は2分以内に,自動的に業務を再開で

きる方式とした｡これは,i欠の開発により実現している｡

(a)システムの動作状態を常時監視し,異常検出時は,自

動的に予備システムヘの切替を制御するシステムコンソー

ルを開発した｡

注:略語説明

SC(システムコンソール)

CCP(通信制御処王里装置)

図5 システム自動切

替方式の概要 信頼性

向上策とLて中央システム

で採用Lている切替方式の

概要を示す｡SC(システム

コンソール)の制御でホッ

トスタンバイ方式を実現し

ている｡

(b)予備システムでの回復機能を並行処ヲ聾し,かつ内部処

理通番による独特の回復方式を開発した｡

システム自動切替方式の概要を図5に示す｡

(2)回線･端末系の障害対策

(a)予備の回線･端末制御装置への自動切替

オ取会員端末及び立会場価格表示装置が動作不能となる

と,一部分の銘柄について売買取引の続行及び価格の表示

が不可能となり,流通市場が混乱する｡このような事態を

最小限にとどめるため,回線･端末制御装置系に障害が発

生したとき,自動的に予備の回線･端末制御装置に切り替

え,端末群は継続利用できる方式を開発した｡
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No. 障害時用端末利用理由 利用回数(回) 利用累計時間(m】∩) 1回当たりの
利用時間(mln)

1
端末装置ハードウェア障害

(約800台) 19 680 35

2
回線系の障害

(約100回線) 9 1.050 =5

3
会員店内の停電

(83会員) 9 240 25

4 会員店内工事不良

(83会員) 5 400 80

5 そ の 他 4 180 45

合 計 46 2､550 平均55

図6 回線のルート分散と障害時用端末システムの概要 回線のル

ート分散に加え,障害時専用の端末システムを設置Lて非常時に備えている｡

(b)回線ルートの分散

取引所端末群及び1会員で複数台設置の正会員端末につ

いては,回線のルート分散を行ない,通信回線網の危険分

散を考慮した｡

(c)障害時用端末システム

特定の正会員端末システムが障害となった場合に備え,

取引所内に,共同で使用できる障害時用端末システムを設

置し,当該会員の売買取引業務が続行できるようにした｡

当システムでは,入出力データの重複や抜けなどのトラブ

ルを未然に防ぐため,通番類の引継ぎなどの各種工夫が施

されている｡

図6にルート分散と障害時用端末の概要を示す｡

(3)重要データのサムチェック

正会員と送受信する注文や約定(売買執行)データ中の値段

や株数が不正に化けると,投資家まで被害が及び,その社会

的影響は重大である｡そこで,重要なファイルと回線上の重

要データには,出力側でサム情報を付加し,入力側でその妥

当性をチェックする方式とした｡

3.3 高性能の実現

取引所業務の特殊性から,データ発生の集中度が高く,1

分間に約4,000-5,000件の入力データが発生する上,1件の

データで複雑なファイルアクセスや回線との送受信を伴う処

理が必要となる｡そこで,本システムでは以下に述べる方策

を採用して高性能を実現した｡

(1)本システム専用の通信制御,オンライン制御及びファイ

ル制御の各プログラムを開発した｡

(2)入力処理,内部処理,出力処理のそれぞれを非同期に処

理する業務処理方式を開発した｡

(3)アクセス頻度の高いファイルについては,高速の磁気ド

ラム記憶装置を採用した｡

(4)通常処理でのファイルジャーナル取得負荷を軽減すると
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いときはAグループ

に作成する｡

(2)Aグループでデータ
件数が(す＋1にな
るとBグループヘ移

し替える｡使用し

ていたAグループの

レコードは,空き

レコードとして借
用可となる｡

(3)(1),(2)の方式で
データ件数が増加

すると,順次A→

B→C-Dと大き

なレコードに移し
替えられる｡

(4)最後のDグループ
を超えるデータが

発生Lたときは,

Dグループ内でチ

ェーンする∩

図7 データ件数の偏りに対するファイル管理方式 データの偏り

が大きいファイルについて,レコードサイズの異なるレコード群を用意L.能

力向上と容量効率化を実現した｡

ともに,回復処理を高速化するため,基本ファイルとスター

トジャーナルだけによる回復方式を開発した｡

また,データの集中度は時間的なものだけでなく,特定銘

柄への偏在,更にはある値段への偏りがあり,集中するほど

に活発銘柄となる｡このため,更に次に述べる方策で高性能

を維持している｡

(5)システム全体の注文と個別の銘柄の注文について,仕掛

り中の件数を監視し,両者ともそれぞれの規定値を超えたと

き,注文量の多い銘柄については,いったん処理の一部分を

簡略化することで処理効率を高め,負荷が定常状態となった

ときに,まとめて再処理し,通常処理に復旧する方式を開発

した｡

(6)データの偏りが大きいファイルについて,図7に示すよ

うに,大きさの異なるレコード群を用意し,件数に見合った

大きさのレコードを使用する方式を開発した｡これにより,

データ件数多量時のファイル入出力時間を短縮するととも

に,ファイル容量の効率化も実現した｡

3.4 外部システムとの接続

新相場報道システムでは,時々刻々変化する株価などの情

報を広く報道するため,表1に示す3種の外部システムと接

続されている｡なかでも株価通報端末システムは,昭和49年

の旧システム稼動以来逐次拡張され,北端は旭川市,南端は

鹿児島市と接続端末も全国約2,000箇所,約3,000台に達して

いる｡

新システムでは,送信対象銘柄の拡大と送信情報の充実と

いう業務的な改善に加え,現行端末とD-1回線の継続利用の

実現と,新情報網への安全な移行を実現するために,次に述

べる方式で新株価通報サービスシステムを開発した｡

(1)現行回線のD-1回線を,1,200bpsから4,800bpsにレベル

アップし継続利用する｡

(2)データ量の増大に対応するため,電文の圧縮を行ない,

端末側で再変換する｡

(3)既設の端末は,情報の充実した新回線から旧回線インタ

フェースに変換するデータ変換機(新規開発)を介在させ,継

続利用の実現と新情報綱への移行を容易にした｡
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表l新相場報道システムに接続される外部システム 日本全国に約3,ODO台設置された株価通報端末のほか,0川CKシステム,新聞通信社に情報を流

している｡

外部システム 株価通報端末システム 証券情報企業システム 新聞通信社システム

接手荒端末の設i置場所規模 日本全国約2.000箇所に約3.000台
東京･大阪0UICKシステム 都内5システム
(端末は日本全国に約8,000台) (株式新聞,市場新聞,時事通信,日本‡望見共同通信)

送

イ言

情

報

銘

柄
別

送

信

情
報

対 象 銘 柄
東京証券取引所全上場銘柄(約2､400)
名古屋証券取引所と5取引所が選定する銘柄(約300)

同 左 l司 左

四 本 値 リアルタイム リアルタイム リアルタイム

気 配 値 王墓 リアルタイム リアルタイム リアルタイム

一 般 気 配 リアルタイム(妄詣妄語歪蒜謂崇笠妄苦霊雷管言霊竺売艮書ヂ･営業所,全国証券取引所)
約定値王者の歩み リアルタイム リアルタイム

売 買 高 各立会終了時
システム銘柄はりアルタイム
立会場銘柄は各立会終了時

各立会終了時

債券利回り
CB･WB/(リテイ

リアルタイム

リアルタイム

リアルタイム

市 況 情 報 リアルタイム

統 計 情 報 定 時 点 定 時 点 名･立会終了時

接糸売概念匡】

C

P

∪

C

C

P

最大24ライ

分

ン最大一叫ライン

M分4恥c焚頸当
最大24ライン

MDC分c襲撃寧l1.2〔伽ps

最大-6ライン48､000b｡S
シ墓

分M

M謂
ム業

最大1芸インM2･400bpsM謂
7‾信

ム社

通

信

方
式

通 信 速 度 4,800bps(旧端末は1,200bps) 48,000bps 2,400bps

通 信 方 式 単向通信方式 単向通信方式 単向通信方式

同 期 方 式 SYN符号による同期式 SYN符号による同期式 SYN符号による同期式

誤り検出方式 CRC方式 CRC方式 垂l亘パリティチェック,水平パリティチェック

イ委用 コ
ード +lS8に準ずる｡ EBCDIKに準ずる｡ +lS7に準ずる｡

使 用 回 線 特定通信回線D-1規格 特定通信回線符号品目 特定通信回綬符号品目

注:略語説明 CPU(中央処理装置),CCP(通信制御処理装置),分(分配装置),M(変復調装置),DC(データ変検機),C(端末制御装置)

新相場

報 道

システム

新

新

分

4.800bps

4,800bps

DC

分

分

新注:記号など説明

(9(日本電信電話株式会社分岐装置)
国(データ変換機)
βヲ(現行株価通報端末)

恩データ変換機の機能

分

匝]
1.200bps

回現

株
線価

通

群報

混新規

蓋箋蓮
群の報

)≡董
_〔現行株価通報回線(D-1,1,200bps調歩同期)〕

新座(新株価通報端末)

_〔新株価通報回線(ロー1,4.800bps,SYN同期)〕

No. 機 能 概 要

1 電 文 選 択 電文の制御コードにより,現行株価通報端末用の情報を選択する

2 速度･同期方式変換 4,800bps(SYN同期)から1､200bps(調歩同期)に変換する｡
3 電 文 変 操 圧相電文を端末表示フォーマットに変換するL｡

4 電文蓄積機能
低速回線への変換による電文抜けを防ぐため,銘柄ごとの
最新情報を蓄積し送信する｡

注:屈;デ､新株価通報端末の制御装置は,圧絹電文の戻し機能をもつ‥
図8 新株価通報回線の構成図 データ変換機の開発により,新情報

サービスと既設サービス網の共存を可能とLた｡また同時に,サービス網のラ

ンニングコストを大幅に削減することができた｡

(4)新情報綱への移行は,他利用者への影響･規模･テスト

期間などを考慮し,昭和63年までに地域別に移行する方式と

した｡

新株価通報回線の構成を図8に示す｡

3.5 専用端末システムの開発

新システムの業務は専門的であるため,それぞれの用途に

適した専用端末を開発した｡

代表例として,立会場の限られたスペースに設置され,約

定値段などを頻繁に入力するキー入力装置(図9)の特徴につ

いて述べる｡

繁忙銘柄の入力専用として,軽量コンパクトなハンディタ

イプの副入力装置を開発した｡

薄形平面EL(ェレクトロルミネセンス)パネルと指タッチ

式入力装置(タッチパネル)を採用し,装置の小形化,操作性

の向上を図った｡

ガイドレールによる装置の移動･回転を可能とし,操作性

の向上を図った｡

巴 システム設計上の留意点

4.1 信 頼 性

新システムは,ハードウェアの二重化に加え,電源制御･

構成制御･システム状態表示機能を設け,オペレータの誤操

作防止と迅速な障害対策を可能とした｡

また,パターン別定時起動制御,テーブル設定に基づいた

ファイル･ジャーナル制御,及び運転状態表示機能などを行

なう運転管理プログラムを開発し,オペレータの負荷軽減,

安全運転を可能とした｡

更に,ソフトウェアでは,障害ファイルの切離し運転,異

常銘柄の切離し運転,異常タスクの切離し･リセット･回復

運転のほか,ある種の特殊なタイミングなどによる障害発生

時は,他系自動切替による再立上げで回復できるようにフェ

イルセイフの思想を取り入れた｡
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[二重画

キーボード

移動可能

ポスト内欄干 (
ELパネル

ELパネルには,担当する
全銘柄名が漢字表示され,

これから入力する銘柄名
を指でタッチ選択すると

リバース表示される=.

タッチパネル

30D､458角度調節可能

囁表
ガイドレール

電子キー読取部

(16銘柄分)

しノ
90ロ回転可能

＼

ハンディタイプの

ロ亘亘重奏二]

$
/ノ､＼

読
忘

液晶

ディスプレイ

キーボード

接続ケーブル

図9 新キー入力装置の概･要 ハンディタイプの副入力装置,タッチパ

ネルなどの新技術を採用L,ヰ桑作性の向上を図った｡

4.2 性 能

市場第一部銘柄の売買取引を機械化するに当たっては,二

部システムの経験をもとに,ファイル構造･内部処理方式の

改善を行ない,データ量の大幅な増加に対しても,ファイル

入出力時間が増加しないよう工夫した｡更に,オ取会員から

の付合せ指示では,直前の約定値段と同値のときは自動的に

付合せ処理ができる機能のほか,1回の指示に対する約定内

容応答情報が規定件数以上のときは,集約内容だけ応答印字

し,必要に応じて再送印字する機能を加え,集中時の運用が

円滑に流れるようにした｡

また,新売買システムと新相場報道システム間は,多量の

データを追い越すことなく送信するために,9,600bps3回線

に対し,銘柄ごとの論理回線を設定し,HDLC-BA(High

levelData Link Controlprocedures-Balanced operation

Asynchronousbalancedmode)で接続した｡

4.3 テストと移行

公共性の高い本システムでは,その品質確保が重要課題で

あり,かつ関係するシステムが多数に及ぶため,各種テス

ト,本番への移行については以下に述べる方式で対応した｡

(1)取引所内で十分な期間を設けテストする｡関係部署全員

による総合テストを十分行なう(新システムの所内テスト時

間は,延べ約5,000時間に達し,83社の正会員や外部システム

も参加した総合テストは約40回実施した)｡

(2)多量データによる過負荷テスト,外部システムとの接続

テストでは,そのデータ作り･テスト時間帯に限界があるた

め,各種のデータゼネレータやシミュレータを開発し,これ

を乗り切った｡

国10にテスト用に開発したシミュレータ群の概念を示す｡

(3)新システムヘの移行は,関係部署や外部システムへの影

響と,環境や運用を含めた不具合発生時の影響を考慮し,可

能な限り段階的に移行することとした｡

また,市場第二部銘柄の移行と新相場報道システムへの移

行は,外部環境と業務仕様の条件から,稼動前日にファイル
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データゼネレータ,シミュレータの概念

端末

(通常処王里)

入力

=⇒

出力

=⇒
端末

機
能
仕
様
テ
ス
ト
中
心

(中一度テストに使用した

データを再現テスト,

デグレード防止テスト
などのため,再度

入力データとして

億用できる仕組みこ虚･
団

口〕

壇)

○内部処理○
◆ ③システムの出力結果を媒体

経由で相手システムヘ引き継

ぐ仕組み.｡

内部処王里

シミュレータ

甘端末からのデータを,中央の
力一ドリーダから入力できる仕

組み._

③
外

部

シ
ス
テ
ム

グ
④端末への出力結果

をリストに見やす〈編集出

力し,テスト結果の検証を

援助する仕組み｡

端末
入力
==>

出力
=⇒

過
負
荷
テ
ス
ト
中
心
の複数回のテ
ストデータを

統合し,1本

の多量の入力

データを作成

する仕組み｡

/

/

/

J

l./

占､b
}

CPU

ランダムに

多量のデータ

を作成する｡

巨盈

有‾

パラメータ

②指定されたパラメータ

に従い,多量のデータ
をランダムに作成する
仕組み｡

(丑
CPU

④端末からの
特定データを,

内部で模擬的

に発生させる
仕組み｡

③2台のCPUを使用L,1台は端末をシミュレートし,
多量のデータの送受信ができる仕組み｡

区I10 各種テスト用に開発Lたデータゼネレータ,シミュレータ

群の概要 テストの目的に合わせた各種治工具を開発L,テストを効率化

して品質の向上に努めた｡

を含んだ一斉切替とせざるを得ず,移行プログラムの開発と

事前のテストリハーサルを行ない,万全を期した｡更に,新

システムで問題発生時は,旧システムへ戻れるように逆移行

プログラムも準備した｡

8 結 言

取引量の多い市場第一部銘柄の売買取引機1戒化について

は,現行の環境と大きく変化することに伴う不安の声も聞か

れたが,3年間の安定稼動を誇る二部システムに,更に改善

を加えた新売買システムは順調に稼動し,会員や投資家から

好評を得ている｡

また,昭和24年から再開された立会場とともに,10年間の

稼動実績を誇った相場報道システムは姿を消し,各地証券取

引所の情報など,より豊吉な情報を加えた新相場報道システ

ムが順調に稼動し,装いを新たにした立会場も活況を呈して

いる｡

世界の証券業界から注目を集めている新市場機械化システ

ムは,今後も順i欠拡張していく計画であり,証券i充通市場の

よりいっそうの活性化･合理化･近代化を推進する力として

期待されている｡
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